
（平成２１年３月２５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認徳島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



徳島国民年金 事案378 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和50年10月から同年12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和24年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和50年10月から同年12月まで 

    20歳になった時、母親が私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保

険料を納付してくれていた。結婚後は、転居先のＡ市、Ｂ市での転入手

続と同時に、私が国民年金の加入手続を行い、引き続き国民年金保険料

を納付した。申立期間については、Ｂ市の集金人が自宅に３か月おきに

集金に来てくれ、現金で納付した。申立期間について未納とされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は３か月と短期間であるとともに、申立人は、国民年金加入期

間について、申立期間を除き、国民年金保険料をすべて納付している。 

   また、申立期間当時の申立人の生活状況に大きな変化は見られない上、

Ｂ市が保管する申立人の国民年金被保険者名簿において、申立期間の前後

が納付済期間であるとともに、現年度保険料として収納されていることが

確認できることから、申立期間の国民年金保険料のみが未納となっている

のは不自然である。 

   さらに、申立人が保管する昭和49年11月26日付け及び52年１月14日付け

の国民年金保険料領収書にＢ市現金取扱員の印が確認できることから、申

立人の居住する地区では、申立てどおり、現金取扱員による集金が行われ

ていたことが確認できる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

徳島厚生年金 事案182 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ事業所に係る被保険者記録のうち、平成16年７月12日及び18

年７月４日の標準賞与額は、厚生年金保険法第75条本文の規定により、年

金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない旨記録されているが、申立

人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人のＡ事業所における申立期間の標準賞与額に係る記録について、16

年７月12日の標準賞与額を27万円、18年７月４日の標準賞与額を30万円に

訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成16年７月12日 

             ② 平成18年７月４日 

    社会保険庁の記録では、Ａ事業所で支給された平成16年７月及び18年

７月に支給された賞与に係る厚生年金保険の標準賞与額が、実際に給与

から控除されていた厚生年金保険料に見合う標準賞与額と相違している

ことが判明した。このため、申立期間の標準賞与月額を正しい記録に訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ事業所における厚生年金保険の標準報酬月額については、社

会保険庁の被保険者記録照会回答票（資格記録）において、当初、申立

期間①（21万9,000円）、申立期間②（23万7,000円）と記録されていた

が、事業主から提出された訂正届により、申立期間①（27万円）、申立

期間②（30万円）に記録訂正されている。ただし、当該記録訂正は、保

険者により申立人の当該期間に係る保険料が徴収されていたとは認めら



                      

  

れないと判断されており、政府が保険料を徴収する権利は時効により消

滅していることから、厚生年金保険法第75条の規定により、当該期間は

年金額の計算の基礎となる被保険者期間にはならないとしている。 

   これに対し、申立人は、当委員会に対し、申立期間①及び②について、

年金記録の確認を求めているものであるが、申立人から提出された給与

明細書により、申立人は、申立期間において、その主張する標準賞与額

に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、給与明細書の控除保険料額か

ら申立期間①は27万円、申立期間②は30万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主が、申立てに係る賞与支払届を平成20年９月25日に提出したこと

が確認できることから、当初、事業主は、訂正前の標準賞与額として届

け、その結果、社会保険事務所は、申立人が主張する標準賞与額に基づ

く保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係

る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

徳島厚生年金 事案183 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は申立期間のうち、昭和30年２月１日から同年６月１日までの期

間において、Ａ有限会社に勤務し、厚生年金保険の被保険者であったこと

が認められることから、当該期間に係る申立人の厚生年金保険被保険者資

格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、7,000円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和30年２月１日から34年10月１日まで 

    社会保険庁の記録によると、私の厚生年金保険加入記録は、昭和34年

10月１日にＢ株式会社において新規に資格取得したのが最初とされてい

る。 

    しかし、私は、中学を卒業後、Ａ有限会社に就職し、その後、Ｂ株式

会社に勤務したと記憶しており、その後の失業保険離職票によると、少

なくとも昭和30年６月１日から、Ｂ株式会社に勤務していたことは明ら

かである。 

    また、私が所持している年金手帳には、「はじめて被保険者となった

日」欄に昭和30年２月１日と記載されている上、同年に健康保険被保険

者証を使用して手術を受けたことも記憶している。 

    申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ Ｂ株式会社に係る法人登記簿によると、同社は、昭和30年３月６日に

設立登記されていることが確認でき、同年２月には未だ設立されていな

いことから、申立人の厚生年金保険被保険者資格は、Ａ有限会社におい

て取得されたと考えられる。 

また、社会保険事務所の事業所名簿によれば、Ａ有限会社には、健康

保険のみの適用事業所としての記録は確認できるが、厚生年金保険の適

用事業所としての記録は確認できない。 



                      

  

    しかしながら、申立人が所持する年金手帳には、申立てどおり、「は

じめて被保険者となった日」欄に昭和30年２月１日と記載されているこ

とが確認できる上、社会保険事務所が保管している厚生年金保険記号番

号払出簿によれば、申立人が同日付で厚生年金保険の被保険者資格を取

得したことが確認できる。 

さらに、Ａ有限会社は厚生年金保険の適用事業所としての記録は確認

できない上、同社に係る被保険者名簿が確認できないにもかかわらず、

申立人が記憶している複数の同僚には、すべて昭和20年代後半からＡ有

限会社における厚生年金保険加入記録が確認できる。 

このことについて、社会保険事務所に照会したところ、「被保険者名

簿もなく、原因・理由等は不明である。」と回答している。 

    また、申立人から提出されたＢ株式会社に係る失業保険被保険者離職

票によると、申立人は、同社において、失業保険被保険者資格を昭和30

年６月１日に取得していることが確認できることから、同日付けでＡ有

限会社における厚生年金保険被保険者資格を喪失したものと考えられる。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、詳細は不明であるが、申立人の年金記録の管理が不適切で

あったことがうかがえることから、申立人は申立期間のうち昭和30年２

月１日から同年６月１日までの期間においてはＡ有限会社に勤務し、厚

生年金保険の被保険者であったことが認められる。 

    なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和34年10月の社会保険

事務所の記録から、7,000円とすることが妥当である。 

  ２ 一方、社会保険庁の記録によると、Ｂ株式会社に係る厚生年金保険新

規適用年月日は、昭和34年10月１日とされており、申立期間のうち、30

年６月１日から34年10月１日までの期間については、厚生年金保険の適

用事業所としての届出手続が行われていないことが確認できる。 

    また、Ｂ株式会社は、昭和35年８月に全喪しており、当時の人事記録、

給与台帳等を確認することができない上、事業主も死亡しており供述を

得ることはできず、ほかに申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

    これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち、昭和30年

６月１日から34年10月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

徳島厚生年金 事案184 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和45年10月23日から46年４月１日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ事業所における資格取得日に係る記録を

45年10月23日に、資格喪失日に係る記録を46年４月１日に訂正し、当該期

間の標準報酬月額を２万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和21年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和45年10月３日から46年４月１日まで 

    Ａ事業所にＢさんの後任として勤務した。Ｂさんは厚生年金保険に加

入しており、自分に厚生年金保険加入記録が無いのは納得できない。当

該期間に勤務していたのは事実であるので、厚生年金保険被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録により、申立人が昭和45年10月23日から46年３月31日ま

で、申立事業所に勤務していたことが確認できる。 

   また、昭和45年度にＡ事業所に採用された臨時補助員13名のうち９名に

厚生年金保険被保険者として記録が確認できる上、申立人の前任者にも厚

生年金保険の加入記録が確認できる。 

さらに、厚生年金保険の加入記録が確認できない４名のうち申立人以外

の３名はいずれも在職期間が１か月未満の短期間勤務であり、短期間勤務

以外の者はすべて厚生年金保険に加入していたことがうかがえる。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は申立期間のうち昭和45年10月23日から46年４月１日までの期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めら

れる。 



                      

  

また、当該期間の標準報酬月額については、同僚の標準報酬月額から判

断すると、２万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としているが、当該期間の被保険者原票の整理番

号に欠番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が

失われたとは考えられない上、資格の取得及び喪失のいずれの機会におい

ても社会保険事務所が申立人に係る記録の処理を誤るとは考え難いことか

ら、事業主から社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておら

ず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべ

き保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る昭和45年10月分から46年３月分の保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間の保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



徳島国民年金 事案376 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和44年５月から46年７月までの期間及び47年２月から同年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和24年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和44年５月から46年７月まで 

             ② 昭和47年２月から同年３月まで 

    私が昭和55年に結婚したとき、父から「国民年金保険料は全部払い込

んである。」との話を聞いた。 

    このため、私が20歳になってから結婚するまでの期間について、私の

国民年金保険料は、すべて父が納付してくれたと思っている。 

    申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の父親が申立人の申立期間に係る国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿等）は無い上、申立人自身は国民年金保険料

の納付に直接関与しておらず、申立人の父親も既に死亡していることから、

国民年金への加入状況、保険料の納付状況等は不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和47年４月１日以降に払い

出されたものと推認でき、当該時点では、申立期間①の一部は時効により

納付できない期間であり、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



徳島国民年金 事案377 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和52年10月から54年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和52年10月から54年３月まで 

    昭和54年に国民年金に加入し、Ａ市農協Ｂ支所で国民年金保険料を納

付した際、未納分の保険料をさかのぼって支払うことができると知り、

後日、送付されてきた納付書により国民年金保険料を納付した。 

申立期間について、未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

(家計簿、確定申告書等）は無い上、国民年金保険料の納付方法等（納付

時期、納付場所、納付金額等）に係る申立人の記憶は全般にわたり曖
あい

昧
まい

   また、当時、Ａ市では、過年度納付書(様式)を担当窓口に備え付けてい

たものの、被保険者あてに郵送する等の取扱いはしていなかったとしてお

り、申立人も、社会保険事務所に対し、過年度納付を行う意思表示を行っ

たことを記憶していないことから、申立人からの請求がないのに、自宅に

過年度納付書(様式)が郵送されたとは考え難い。 

であり、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



                      

  

徳島厚生年金 事案185 

 

第１ 委員会の結論 

     申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 大正７年生 

    住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和51年12月１日から53年１月１日まで 

    申立期間は、Ａ町のＢ株式会社Ｃ工場に勤務し、事務の仕事をしてい

た。詳しいことは分からないが、厚生年金保険に加入していたと思うの

で、被保険者期間として認めてほしい。 

    （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

本件は、既に死亡した申立人に代わり、申立人の妻が申し立てているも

のであり、申立人の妻からは、申立事業所における申立人の勤務状況、厚

生年金保険の取扱い等に関して供述を得ることはできず、当時の状況が不

明である。 

 また、社会保険事務所が保管するＢ株式会社に係る厚生年金保険の被保

険者記録において確認できる申立期間当時に勤務していた複数の従業員に

確認したものの、申立人を記憶している従業員はいない上、申立事業所に

係る健康保険被保険者番号を確認しても、昭和47年３月21日資格取得の被

保険者番号130番から54年３月18日資格取得の被保険者番号150番までに欠

番は無く、申立人の氏名は見当たらない。 

さらに、Ｂ株式会社への照会結果によると、Ｂ株式会社Ｃ工場は昭和52

年６月５日に営業を開始したとしており、51年12月１日から勤務していた

とする申立人の主張は不自然である。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

徳島厚生年金 事案186 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和46年４月1日から49年３月31日まで 

    私は、有限会社Ａで学生時代からアルバイトとして働き、大学卒業後、

昭和46年４月から正式に社員として入社し、49年３月末まで勤務した。 

    勤務していたことは間違いないので、申立期間について、厚生年金保

険の被保険者期間として認め、記録訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   有限会社Ａの当時の事業主及び申立人が記憶する同僚の供述から、申立

人が申立事業所に勤務していたことは確認できる。 

   しかしながら、申立事業所の当時の事業主は、「当時、申立事業所は

厚生年金保険の適用事業所では無く、社員の給与から厚生年金保険料を

控除することはなかった」と供述しており、また、当時の同僚からも同

様の供述が得られた上、社会保険庁の記録においても、申立事業所は厚

生年金保険の適用事業所として確認することができない。 

   また、申立事業所は既に廃業し、申立期間当時の人事記録、賃金台帳等

は保管されておらず、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情も見

当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


